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漁業の担い手の状況は？
漁業経営体数、漁業就業者数などを調べます。

日本の水産資源はどうなっているの？
漁業資源の管理、漁業保全の取組内容や養殖規模など
を調べます。

漁村の機能や環境は守られていますか？
 漁家民宿や遊漁船業の利用者数など漁業経営の多角化
の実態を調べます。

 水産物の流通・加工業は大切な役割を担っています。
漁市場数、卸売業者数や水産加工業数、衛生管理対策
の取組などを調べます。

　本調査は、日本の水産行政施策の推進のために役立てることを目的とした統計調査です。日本の漁業の生産や就
業の状況、漁村や水産物の流通・加工業の実態を把握するために、農林水産省が5年ごとに実施しています。
　調査年となる今年、町内の漁業者を対象に調査が実施されます。
　町が指定した調査員（調査員証を携帯）が調査世帯へ伺った際には、皆さまのご協力をお願いします。

2013年漁業センサスにご協力ください2013年漁業センサスにご協力ください
地域の未来につながる大事な調査です。

平成25年11月1日現在で調査を実施します。（流通加工調査は平成26年1月1日現在で実施）調査実施日

こんなことを調べます

▪ 水産業の将来を見据えた施策を立案するために活用
されます。
▪ 良質な水産物の供給体制の整備や漁場の保全、漁村
の総合的な振興のための施策に活用されます。
▪ 流通拠点や多様な流通経路の整備、水産加工による
付加価値の向上などの施策の推進に活用されます。
▪ 地方交付税のうち、水産関係に係る算定基礎として
活用されます。
▪ 水産施策の展開方向に即した各種統計調査の企画・
設計に活用されます。
▪ 東日本大震災後の現状を把握し、水産業の復興に向
けた施策の推進に活用されます。

こんなことに活かされます

■問合せ　企画財政課　☎ 47－8013
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は
、
住
生
活
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本
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基

づ
く
住
生
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の
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係
る
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的
な

施
策
を
推
進
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で
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と
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を
得
る
た
め
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、
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図
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れ
る
よ
う
工
夫
し

て
い
ま
す
。

2 

調
査
の
対
象

　

調
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成
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の
対
象
と
な
っ
た
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ら
抽

出
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通
世
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行

い
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す
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国
土
交
通
省
が
主
管
し
、
各
都
道
府
県
の
協

力
の
下
に
実
施
し
ま
す
。
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調
査
は
、
統
計
調
査
員
が
世
帯
を
訪
問
し
、

調
査
票
を
配
布
・
回
収
す
る
方
法
に
よ
り
行
い

ま
す
。
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⑴ 

現
在
お
住
ま
い
の
住
宅
及
び
そ
の
ま
わ
り
の

環
境
の
評
価
に
つ
い
て

⑵
最
近
の
居
住
状
況
の
変
化
に
つ
い
て

⑶ 

住
宅
の
住
み
替
え
・
改
善
の
意
向
に
つ
い
て
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調
査
の
結
果
は
、全
国
の
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か
、地
方
ブ
ロ
ッ

ク
別
、
市
部
郡
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に
ま
と
め
ら
れ
、
公
表
さ

れ
ま
す
。
こ
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ら
の
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果
は
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ

ト
で
閲
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で
き
る
ほ
か
、
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告
書
に
も
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め

ら
れ
、
住
生
活
の
安
定
・
向
上
に
係
る
総
合
的

な
施
策
を
推
進
す
る
上
で
の
基
礎
資
料
と
し
て

利
用
さ
れ
る
と
と
も
に
、
広
く
国
民
一
般
の
利

用
に
供
さ
れ
ま
す
。
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国
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通
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成
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年
住
生
活
総
合
調
査
」を
行
う
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。
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今
回
は
、
10
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に
実
施
さ
れ
た
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宅
・
土
地
統
計
調
査（
総
務
省
）に
回
答
い
た
だ
い
た
世
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の
中

か
ら
一
部
を
抽
出
し
、
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国
で
約
９
万
２
千
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を
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象
に
行
い
ま
す
。

　

11
月
21
日
か
ら
12
月
10
日
ま
で
の
間
、
統
計
調
査
員
証
を
持
っ
た
調
査
員
が
、
対
象
と
な
っ
た
世

帯
を
訪
問
い
た
し
ま
す
の
で
、
調
査
を
お
願
い
す
る
皆
さ
ま
に
は
お
手
数
を
お
か
け
す
る
こ
と
と
な

り
ま
す
が
、
ご
協
力
を
よ
ろ
し
く
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

平
成
25
年
12
月
１
日
現
在
で
調
査
を
実
施
し
ま
す
。

調
査
実
施
日

住
生
活
総
合
調
査
に

ご
協
力
く
だ
さ
い

調
査
の
概
要


